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柏崎刈羽原子力発電所 ６号及び７号炉における 

放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する 

構築物，系統及び機器の火災防護対策について 

 

1．概要 

 柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び 7 号炉において，単一の内部火災が発生した

場合にも，放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を確保するために必要な機器等

を抽出し，その抽出された機器等に対して火災防護対策を実施する。 

  

 

2．要求事項 

 「実用発電用原子炉及びその附属施設の火災防護に係る審査基準」（以下「火

災防護に係る審査基準」という。）における放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能

を有する構築物，系統及び機器への要求事項を以下に示す。  

 

「実用発電用原子炉及びその附属施設の火災防護に係る審査基準」（抜粋） 

 

2.  基本事項 

(1)  原子炉施設内の火災区域又は火災区画に設置される安全機能を有する構造物，系統

及び機器を火災から防護することを目的として，以下に示す火災区域及び火災区画の

分類に基づいて，火災発生防止，火災の感知及び消火、火災の影響軽減のそれぞれを

考慮した火災防護対策を講じること。 

① 原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持するための安全機能を有する構築

物，系統及び機器が設置される火災区域及び火災区画 

② 放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築物，系統及び機器が設置される

火災区域 

 

 

資料９ 
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3．放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築物，系統及び機器の選定につ

いて 

 設計基準対象施設のうち，単一の内部火災が発生した場合に対して放射性物

質の貯蔵又は閉じ込め機能を達成するために必要となる機器等を選定する。機

器等の選定は「発電用軽水型原子炉施設の安全機能の重要度分類に関する審査

指針」（以下「重要度分類審査指針」という。）に基づき，原子炉の状態が運転，

起動，高温停止，低温停止及び燃料交換（ただし，全燃料全取出の期間を除く）

のそれぞれにおいて，放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を確保するために必

要な構築物，系統及び機器を抽出し，以下のとおり実施する。 

 

3.1．重要度分類指針における放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能の特定 

放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能について，重要度分類審査指針に基づき，

以下のとおり抽出した。（添付資料１） 

 

(1) 放射性物質の閉じ込め機能，放射線の遮蔽及び放出低減機能 

(2) 原子炉冷却材圧力バウンダリに直接接続されていないものであって，放

射性物質を貯蔵する機能 

(3) 使用済燃料プール水の補給機能 

(4) 放射性物質放出の防止機能 

(5) 放射性物質の貯蔵機能 
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3.2．火災時に放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を達成するための系統の確認 

3.1 項で示した「放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能」に対し，火災によっ

てこれらの機能に影響を及ぼす系統を，以下のとおり「安全機能を有する電気・

機械装置の重要度分類指針」（JEAG4612-2010）（以下「重要度分類指針」という。）

から抽出する。 

まず，放射性物質の貯蔵又は閉じ込めを達成するための系統を，重要度分類

指針を参考に抽出すると下表のとおりとなる。（第 9-1 表） 

 

第 9-1 表：放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を達成するための系統 

 

放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能 左記機能を達成するための系統 

(1) 放射性物質の閉じ込め機能，放射線の

遮蔽及び放出低減機能 

 原子炉格納容器 

 原子炉格納容器隔離弁 

 原子炉格納容器スプレイ冷却系 

 原子炉建屋 

 非常用ガス処理系 

 可燃性ガス濃度制御系 

(2) 原子炉冷却材圧力バウンダリに直接

接続されていないものであって，放射

性物質を貯蔵する機能 

 放射性廃棄物処理系※（放射能インベントリの

大きいもの） 

 使用済燃料プール（使用済燃料ラックを含む） 

 新燃料貯蔵庫 

(3) 使用済燃料プール水の補給機能  非常用補給水系（残留熱除去系） 

(4) 放射性物質放出の防止機能  放射性気体廃棄物処理系の隔離弁 

 主排気筒（非常用ガス処理系排気管の支持機能

以外） 

 燃料集合体落下事故時放射能放出を低減する

系（原子炉建屋，非常用ガス処理系） 

(5) 放射性物質の貯蔵機能  圧力抑制室プール水排水系 

 復水貯蔵槽 

 放射性廃棄物処理施設（放射能インベントリの

小さいもの） 

 焼却炉建屋 

 新燃料貯蔵庫 

 使用済燃料輸送容器保管建屋 

※：「緊急時対策上重要なもの及び異常状態の把握機能」における放射線監視設備のうち，気体廃棄物処理

系設備エリア排気放射線モニタを含む 

 

次に，上記の系統から，火災による放射性物質貯蔵等の機能への影響を考慮

し，重要度に応じて図るべき火災防護対策について評価した。 
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3.2.1．放射性物質の閉じ込め機能，放射線の遮蔽及び放出低減機能 

重要度分類指針によると，放射性物質の閉じ込め機能，放射線の遮蔽及び放

出低減機能に該当する系統は「原子炉格納容器，原子炉格納容器隔離弁，原子

炉格納容器スプレイ冷却系，原子炉建屋，非常用ガス処理系，可燃性ガス濃度

制御系」である。 

このうち，原子炉格納容器及び原子炉建屋はコンクリート・金属等の不燃性

材料で構成する建築物・構造物であるため，火災による機能喪失は考えにくく，

火災によって放射性物質の閉じ込め機能，放射線の遮蔽及び放出低減機能に影

響が及ぶおそれはない※。 

また，一次系配管，主蒸気管等は金属等の不燃性材料で構成されており火災

による機能喪失は考えにくいこと，８条-別添 1-資料 10 の 8．で記載のとおり，

火災により想定される事象が発生しても原子炉の安全停止が可能であり，放射

性物質が放出されるおそれはないことから，原子炉格納容器隔離弁，原子炉格

納容器スプレイ冷却系，非常用ガス処理系及び可燃性ガス濃度制御系は火災発

生時には要求されない。さらに，８条-別添 1-資料 1 の参考資料３に示すよう

に，これらの系統については設置許可基準規則第十二条に従い，火災に対する

独立性を有している。 

したがって，火災によって放射性物質の閉じ込め機能，放射線の遮蔽及び放

出低減機能に影響を及ぼす系統はない。したがって，これらの機器については

消防法等に基づく火災防護対策を行う設計とする。 

 

 

 ただし，非常用ガス処理系は，原子炉区域・タービン区域送排風機とともに，

原子炉建屋を負圧にする機能を有しており，火災発生時に原子炉建屋の換気空

調設備が機能喪失した場合でも非常用ガス処理系が使用可能であれば原子炉建

屋を負圧維持することができる。このため，原子炉建屋の負圧を維持する観点

から，非常用ガス処理系については，火災の発生防止対策，火災の感知・消火

対策及び火災の影響軽減対策を実施することとする。 

あわせて，非常用ガス処理系の機能確保のため原子炉建屋給排気隔離弁の閉

操作が必要となるが，原子炉建屋給排気隔離弁についてはフェイル・クローズ

設計であり，火災によって隔離弁の電磁弁のケーブルが損傷した場合，隔離弁

が「閉」動作すること，万一の不動作の場合も多重化されていることから非常

用ガス処理系の機能に影響しない。したがって，原子炉建屋給排気隔離弁につ

いては消防法等に基づく火災防護対策を行う設計とする。 
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※ 火災の影響で機能喪失のおそれがないもの 

金属製の配管，タンク，手動弁，逆止弁等やコンクリート製の構造物等は，不燃

性材料で構成されている。また，配管，タンク，手動弁，電動弁等（フランジ部等

を含む）には内部の液体の漏えいを防止するため不燃性ではないパッキン類が装着

されているが，これらは弁，フランジ等の内部に取り付けており，機器外の火災に

よってシート面が直接加熱されることはない。機器自体が外部からの炎に炙られて

加熱されると，パッキンの温度も上昇するが，フランジへの取付けを模擬した耐火

試験にて接液したパッキン類のシート面に機能喪失に至るような大幅な温度上昇が

生じないことを確認している。仮に，万一，パッキン類が長時間高温になってシー

ト性能が低下したとしても，シート部からの漏えいが発生する程度で，弁，配管等

の機能が失われることはなく，他の機器等への影響もない。 

以上より，不燃性材料のうち，金属製の配管，タンク，手動弁，逆止弁等やコン

クリート製の構造物等で構成されている系統については，火災によっても原子炉の

安全機能に影響を及ぼさないものとする。 
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3.2.2．原子炉冷却材圧力バウンダリに直接接続されていないものであって，放射

性物質を貯蔵する機能 

重要度分類指針によると，原子炉冷却材圧力バウンダリに直接接続されてい

ないものであって，放射性物質を貯蔵する機能に該当する系統は「放射性廃棄

物処理施設（放射能インベントリの大きいもの），使用済燃料プール（使用済燃

料ラックを含む），新燃料貯蔵庫」である。 

放射性廃棄物処理施設（放射能インベントリの大きいもの）である放射性気

体廃棄物処理系（6 号炉）の系統概略図を第 9-1 図に，放射性気体廃棄物処理

系（7 号炉）の系統概略図を第 9-2 図に示す。 

 

気体廃棄物処理系のうち，配管，手動弁，排ガス予熱器，排ガス再結合器，

排ガス復水器，除熱冷却器，活性炭式希ガスホールドアップ塔，希ガスフィル

タは金属等の不燃性材料で構成する機械品であるため，火災による機能喪失は

考えにくく，火災によって放射性物質を貯蔵する機能に影響が及ぶおそれはな

い※。 

また，6 号炉における排ガス抽出器・排ガスブロワ側の空気作動弁

（N62-AO-F010，F013），及び７号炉における排ガス真空ポンプ吸込側の空気作

動弁（N62-AO-F016, F017, F027A/B）はフェイル・クローズ設計であり，火災

によって当該弁の電磁弁のケーブルが機能喪失すると電磁弁が無励磁となり当

該弁が自動的に閉止する。万一，当該弁が誤動作した場合であっても，上流側

に設置された活性炭式ホールドアップ塔によって放射性物質が除去されること

から，単一の火災によって放射性物質が放出されることはない。 

第 9-1 図，第 9-2 図より，火災によって上記の弁が閉止すると気体廃棄物処

理系の排ガスフィルタより上流側で隔離されることとなり，当該弁より下流側

（排ガス真空ポンプ，排ガス循環水タンク，主排気筒等が設置されているライ

ン）に放射性物質が放出されない。 

上記の弁以外の空気作動弁，電動弁については，火災による弁駆動部の機能

喪失によって当該弁が開閉動作をしても，弁本体は金属等の不燃性材料で構成

されており，火災による機能喪失は考えにくく，火災によって放射性物質を貯

蔵する機能に影響が及ぶおそれはない※。 

以上より，気体廃棄物処理系は，火災によって放射性物質を貯蔵する機能に

影響が及ぶおそれはない。したがって，これらの機器については消防法等に基

づく火災防護対策を行う設計とする。 

 

気体廃棄物処理設備エリア排気モニタについては，重要度分類指針において

MS-3「緊急時対策上重要なもの及び異常状態の把握機能」のうち，放射線監視
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設備に該当し，柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び 7 号炉においては設計基準事故

時に中央制御室の事故時放射線モニタ盤で監視を行う設備として整理している

ことから，重要度を踏まえ火災防護対策を行う設計とする。当該の放射線モニ

タについては，第 9-3 図に示すように隣接した検出器間（A，B 間並びに C,D 間）

をそれぞれ耐火壁により分離する設計とする。したがって，放射線検出器は火

災発生時に検出器が同時に機能喪失することは考えにくく，代替性を有する設

計であることから，重要度並びに火災影響の有無を踏まえ，消防法等に基づく

火災防護対策を行う設計とする。 

一方，火災発生時に事故時放射線モニタ盤が機能喪失すると気体廃棄物処理

系の放射線監視機能が喪失する。このため，中央制御室の事故時放射線モニタ

盤については，火災の発生防止対策，火災の感知・消火対策及び火災の影響軽

減対策を実施する設計とする。 

 

また，使用済燃料プール（使用済燃料ラックを含む），新燃料貯蔵庫はコン

クリート・金属等の不燃性材料で構成する構造物であるため，火災による機能

喪失は考えにくく，火災によって放射性物質を貯蔵する機能に影響が及ぶおそ

れはない※。 

さらに，使用済燃料プールの間接関連系である燃料プール冷却浄化系につい

ては，火災によって当該機能が喪失しても，使用済燃料プールの水位が遮蔽水

位に低下するまで時間的余裕があり，その間に残留熱除去系（使用済燃料プー

ルへの補給ライン）の弁の手動操作等によって機能を復旧することができるこ

とから，火災によって放射性物質を貯蔵する機能に影響が及ぶおそれはない。 

したがって，火災によって放射性物質の貯蔵機能に影響を及ぼす系統はなく，

これらの機器については，消防法等に基づく火災防護対策を行う設計とする。 
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※ 火災の影響で機能喪失のおそれがないもの 

金属製の配管，タンク，手動弁，逆止弁等やコンクリート製の構造物等は，不燃

性材料で構成されている。また，配管，タンク，手動弁，電動弁等（フランジ部等

を含む）には内部の液体の漏えいを防止するため不燃性ではないパッキン類が装着

されているが，これらは弁，フランジ等の内部に取り付けており，機器外の火災に

よってシート面が直接加熱されることはない。機器自体が外部からの炎に炙られて

加熱されると，パッキンの温度も上昇するが，フランジへの取付けを模擬した耐火

試験にて接液したパッキン類のシート面に機能喪失に至るような大幅な温度上昇が

生じないことを確認している。仮に，万一，パッキン類が長時間高温になってシー

ト性能が低下したとしても，シート部からの漏えいが発生する程度で，弁，配管等

の機能が失われることはなく，他の機器等への影響もない。 

以上より，不燃性材料のうち，金属製の配管，タンク，手動弁，逆止弁等やコン

クリート製の構造物等で構成されている系統については，火災によっても原子炉の

安全機能に影響を及ぼさないものとする。 
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第 9-1 図：気体廃棄物処理系 系統概略図（6 号炉） 

排ガス抽出器 

起動停止用蒸気式 

空気抽出器から 

N21-MO-F409 

MO 

N21-MO-F410 

MO 

主復水器へ 

N62-AO-F004 

N62-AO-F010 

FC 

FC 

N62-AO-F013 
排ガスブロワ 

排ガスブロワ

後置冷却器

PCV AO 

AO PCV 

N62-AO-F007 

N62-PCV-F003 

N62-PCV-F006 

FC FC 

FC FC 

主

排

気

筒 

AO 

AO 



 

 

-
 
8
条

-
別

添
1
-
資

料
9
-
1
0
 
-
 

蒸気式 

空気抽出器から 

排ガス 

予熱器 

排ガス 

再結合器 
排ガス 

復水器 

 

除湿冷却器 

活性炭式 

希ガスホールド

アップ塔 

 

主

排

気

筒 

排ガス 

フィルタ 

第 9-2 図：気体廃棄物処理系 系統概略図（7 号炉） 
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第 9-3 図：気体廃棄物処理設備エリア排気モニタの配置 
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3.2.3．使用済燃料プール水の補給機能 

重要度分類指針によると，使用済燃料プール水の補給機能に該当する系統は

「非常用補給水系（残留熱除去系）」である。 

火災によって残留熱除去系が機能喪失しても，使用済燃料プールの水位が遮

蔽水位まで低下するまでに時間的余裕があり，その間に電動弁の手動操作等に

よって機能を復旧することができることから，火災によって燃料プール水の補

給機能に影響が及ぶおそれはない。 

したがって，火災によって使用済燃料プール水の補給機能に影響を及ぼす系

統はなく，これらの機器については，消防法等に基づく火災防護対策を行う設

計とする。 

 

 

3.2.4．放射性物質放出の防止機能 

重要度分類指針によると，放射性物質放出の防止機能に該当する系統は「放

射性気体廃棄物処理系の隔離弁，主排気筒（非常用ガス処理系排気管の支持機

能以外），燃料集合体落下事故時放射能放出を低減する系（原子炉建屋，非常用

ガス処理系）」である。 

放射性気体廃棄物処理系の排ガス真空ポンプ吸込側の空気作動弁は，3.2.2．

のとおりであり，火災によって放射性物質が放出されるおそれはない。 

また，原子炉建屋,主排気筒は金属等の不燃性材料で構成され，火災による

機能喪失は考えにくく，火災によって放射性物質放出の防止機能に影響が及ぶ

おそれはない。※。 

さらに，燃料集合体の落下事故は，燃料集合体移動時は燃料取替機に燃料集

合体を機械的にラッチさせて吊り上げること，ラッチ部は不燃性材料で構成さ

れ火災による影響は受けないことから，火災により燃料集合体の落下事故は発

生しない。また，3.2.1.のとおり非常用ガス処理系については火災の発生防止

対策，火災の感知・消火対策及び火災の影響軽減対策を実施する設計とする。 

したがって，非常用ガス処理系を除き，火災によって放射性物質放出の防止

機能に影響を及ぼす系統はなく，これらの機器については，消防法等に基づく

火災防護対策を行う設計とする。 
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※ 火災の影響で機能喪失のおそれがないもの 

金属製の配管，タンク，手動弁，逆止弁等やコンクリート製の構造物等は，不燃

性材料で構成されている。また，配管，タンク，手動弁，電動弁等（フランジ部等

を含む）には内部の液体の漏えいを防止するため不燃性ではないパッキン類が装着

されているが，これらは弁，フランジ等の内部に取り付けており，機器外の火災に

よってシート面が直接加熱されることはない。機器自体が外部からの炎に炙られて

加熱されると，パッキンの温度も上昇するが，フランジへの取付けを模擬した耐火

試験にて接液したパッキン類のシート面に機能喪失に至るような大幅な温度上昇が

生じないことを確認している。仮に，万一，パッキン類が長時間高温になってシー

ト性能が低下したとしても，シート部からの漏えいが発生する程度で，弁，配管等

の機能が失われることはなく，他の機器等への影響もない。 

以上より，不燃性材料のうち，金属製の配管，タンク，手動弁，逆止弁等やコン

クリート製の構造物等で構成されている系統については，火災によっても原子炉の

安全機能に影響を及ぼさないものとする。 
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3.2.5．放射性物質の貯蔵機能 

重要度分類指針によると，放射性物質の貯蔵機能に該当する系統は「圧力抑

制室プール水排水系，復水貯蔵槽，放射性廃棄物処理施設（放射能インベント

リの小さいもの），焼却炉建屋，新燃料貯蔵庫，使用済燃料輸送保管建屋」であ

る。 

 

(1)  圧力抑制室プール水排水系 

圧力抑制室プール水排水系の概略系統図を第 9-4 図に示す。圧力抑制室プー

ル水排水系のうち，配管，手動弁，圧力抑制室プール水サージタンクは金属等

の不燃性材料で構成する機械品であるため，火災による機能喪失は考えにくく，

火災によって放射性物質を貯蔵する機能に影響が及ぶおそれはない※。 

また，圧力抑制室プール水排水系は空気作動弁を介して液体廃棄物処理系

（低電導度放射性廃棄物処理系（LCW）及び高電導度放射性廃棄物処理系（HCW））

と接続されているが，これらについては後述のとおり，火災によって放射性物

質の貯蔵機能に影響が及ぶおそれはない。 

さらに，圧力抑制室プール水排水系は空気作動弁を介して残留熱除去系と接

続されているが，圧力抑制室プール水排水系と残留熱除去系を接続する残留熱

除去系側の電動弁（E11-MO-F030）は，通常閉かつ残留熱除去系の機能要求時も

閉であること，火災影響を受けて当該弁が機能喪失した場合でも閉状態が維持

されること，万一，誤動作した場合であっても電源区分の異なる弁

（E11-MO-F029）で二重化されていることから，火災によって放射性物質が放出

されることはない。 

以上より，圧力抑制室プール水排水系について，火災によって放射性物質の

貯蔵機能に影響が及ぶおそれはない。 

 

(2)  復水貯蔵槽，新燃料貯蔵庫，焼却炉建屋 

復水貯蔵槽，新燃料貯蔵庫，焼却炉建屋については，コンクリート・金属等

の不燃性材料で構成する構造物であるため，火災による機能喪失は考えにくく，

火災によって放射性物質の貯蔵機能に影響が及ぶおそれはない※。 

 

(3)  放射性廃棄物処理施設（放射能インベントリの小さいもの） 

放射性廃棄物処理施設（放射能インベントリの小さいもの）である液体廃棄

物処理系について，関連する系統（廃スラッジ系，濃縮廃液系）も含めて系統

概要図を第 9-5～9-8 図に示す。 

液体廃棄物処理系（LCW，HCW），廃スラッジ系，濃縮廃液系のうち，配管，

手動弁，収集槽，ろ過器，脱塩塔，サンプル槽，樹脂沈降分離槽，使用済樹脂



-8 条-別添 1-資料 9-15 - 

槽，タンクは金属等の不燃性材料で構成する機械品であるため，火災による機

能喪失は考えにくく，火災によって放射性物質の貯蔵機能に影響が及ぶおそれ

はない※。 

また，各空気作動弁はフェイル・クローズ設計であり，火災によって当該弁

の電磁弁のケーブルが機能喪失すると電磁弁が無励磁となり当該弁が自動的に

閉止する。万一，空気作動弁が誤動作した場合であっても，低電導度放射性廃

棄物処理系については，移送先が 6 号又は 7 号炉の復水貯蔵槽若しくは HCW 収

集タンクであることから放射性物質が放出されることはない。 

高電導度放射性廃棄物処理系については，カナル放出ラインに 3 個の空気作

動弁（K6 カナル放出ラインについては K13-AO-F120，F121，F126，K7 カナル放

出ラインについては K13-AO-F120，F121，F128）を直列に設置しており，単一

の弁の誤動作では放射性物質が放出されない設計としている（第 9-6 図）。これ

らの空気作動弁は HCW バルブ室に設置しているが，HCW バルブ室には油内包機

器等の可燃物はないことから火災発生により直列に設置された 3 個の空気作動

弁が同時に機能喪失するおそれは小さい（第 9-9 図，第 9-10 図）。仮に直列に

設置された 3 個の空気作動弁が誤動作により開となっても，系統の上流に設置

している，HCW サンプルポンプの誤起動及び空気作動弁であるサンプルポンプ

入口弁（K13-AO-F112A,B）の誤動作（開動作）が同時に発生しない限り放射性

物質が放出されることはない。 

 

なお，カナル放出ラインの 3 個の空気作動弁を設置している HCW バルブ室は

廃棄物処理建屋    ，HCW サンプルポンプ及びサンプルポンプ入口弁を設

置している HCW サンプルポンプ室は廃棄物処理建屋    であり，十分な離

隔距離が確保されていることから，単一の火災で全ての機器が誤動作する可能

性はない。以上のことから，単一の火災によって放射性物質が放出されること

はない。 

また，第 9-5～9-8 図より，火災によって上記の弁が閉止すると液体廃棄物

処理系の放射性液体廃棄物は系統内に隔離されることとなり，系統外へ放射性

物質が放出されない。 

したがって，液体廃棄物処理系は火災によって放射性物質を貯蔵する機能に

影響が及ぶおそれはなく，これらの機器については，消防法等に基づく火災防

護対策を行う設計とする。 
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※ 火災の影響で機能喪失のおそれがないもの 

金属製の配管，タンク，手動弁，逆止弁等やコンクリート製の構造物等は，不燃

性材料で構成されている。また，配管，タンク，手動弁，電動弁等（フランジ部等

を含む）には内部の液体の漏えいを防止するため不燃性ではないパッキン類が装着

されているが，これらは弁，フランジ等の内部に取り付けており，機器外の火災に

よってシート面が直接加熱されることはない。機器自体が外部からの炎に炙られて

加熱されると，パッキンの温度も上昇するが，フランジへの取付けを模擬した耐火

試験にて接液したパッキン類のシート面に機能喪失に至るような大幅な温度上昇が

生じないことを確認している。仮に，万一，パッキン類が長時間高温になってシー

ト性能が低下したとしても，シート部からの漏えいが発生する程度で，弁，配管等

の機能が失われることはなく，他の機器等への影響もない。 

以上より，不燃性材料のうち，金属製の配管，タンク，手動弁，逆止弁等やコン

クリート製の構造物等で構成されている系統については，火災によっても原子炉の

安全機能に影響を及ぼさないものとする。 
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第 9-5 図：液体廃棄物処理系（LCW）系統概略図 

 

K12-AO-F003A 
LCW 通水 

ポンプ（A） 

AO 

LCW 収集槽 (A) 

FC 

LCW 収集槽 (B) 

LCW 収集槽 (C) 

K12-AO-F003B 

AO FC 

K12-AO-F003C 

AO FC 

LCW 通水 

ポンプ（B） 

LCW 

ろ過器 

（A） K12-AO-F153A 

AO 
FC 

K12-AO-F271A 

AO 
FC 

LCW 

脱塩塔 

（A） K12-AO-F273A 

AO 
FC 

LCW 

ろ過器 

（B） 
K12-AO-F153B 

AO 
FC 

K12-AO-F271B 

AO 
FC LCW 

脱塩塔 

（B） K12-AO-F273B 

AO 
FC 

LCW サンプル 

ポンプ（A） 

K12-AO-F015A 

AO 
FC LCW 

サンプル槽 (A) 

LCW サンプル 

ポンプ（B） 

K12-AO-F015B 

AO 
FC LCW 

サンプル槽 (B) 

K12-AO-F019 

AO 
FC 

K12-AO-F105 

AO 
FC 

K12-AO-F102 

AO 
FC 

K-7 CSP 

K-6 CSP 

K12-AO-F009A 

AO 
FC 

K12-AO-F009B 

AO 
FC 

LCW 収集 

ポンプ（A） 

LCW 収集 

ポンプ（B） 

-
 
8
条

-
別

添
1
-
資

料
9
-
1
8
 
-
 

K12-AO-F039 

AO 
FC 

LCW 収集槽へ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

HCW 収集

ポンプ（A） 

HCW 収集タンク 

(A) 

HCW 収集タンク

(B) 

HCW 収集タンク  

(C) 

K13-AO-F012A 

AO 
FC 

K13-AO-F012B 

AO 

FC 

K13-AO-F012C 

AO 

FC 

HCW サンプル 

ポンプ（A） 

K13-AO-F112A 

AO 
FC HCW 

サンプル槽 (A) 

HCW サンプル 

ポンプ（B） 

K13-AO-F112B 

AO 
FC HCW 

サンプル槽 (B) 

K13-AO-F143 

AO 
FC 

K13-AO-F111A 

AO 
FC 

K13-AO-F111B 

AO 
FC 

HCW 収集

ポンプ（B） 

HCW 収集

ポンプ（C） 

HCW 

濃縮装置 

HCW 蒸留

水ポンプ 

HCW 

脱塩塔 

K-6,K-7 

CSP へ 

K13-AO-F120 

AO 
FC 

K13-AO-F121 

AO 
FC 

K13-AO-F126 

AO 
FC 

K13-AO-F128 

AO 
FC 

K-6 カナル 

K-7 カナル 

K13-AO-F053 

AO 
FC 

K13-AO-F103 

AO 
FC 

HCW 

蒸留水タンク 

第 9-6 図：液体廃棄物処理系（HCW）系統概略図 
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第 9-7 図：廃スラッジ系系統概略図 
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移送ポンプ（A）,(B) 

CUW 逆洗水 

移送ポンプ（A）,(B) 

CF 逆洗水 

移送ポンプ（A）,(B) 

CUW 逆洗水 

移送ポンプ（A）,(B) 

使用済樹脂槽 

デカントポンプ（A）,(B) 

CUW 粉末樹脂沈降分離槽

デカントポンプ（A）,(B) 
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濃縮廃液 

タンク（B） 

濃縮廃液 

ポンプ(A，B) 

CONW シール

水ポンプから 

CONW シール

水ポンプから 

CONW シール

水ポンプから 

CONW シール

水ポンプから 

CONW 

シール水タンク 

HCW 濃縮装置へ 

 

 

 

CONW 

シール水ポンプ(B) 

CONW 

シール水ポンプ(A) 

濃縮廃液タンクへ 

濃縮廃液ポンプへ 

HCW 収集ポンプへ 

スラッジ移送ポンプへ 

第 9-8 図：固化系及び濃縮廃液系系統概略図 

HCW 

濃縮装置から 

K-5 固化系（セメント固化設備） 

K22-AO-F007A 

AO 
FC 濃縮廃液 

タンク（A） 

乾燥機給液

タンク 
ヘッドタンク 

ドラム缶へ 

固化材 

粉体移送機 

乾燥機 

K22-AO-F004B 

AO 
FC 

K22-AO-F004A 

AO 
FC 

K22-AO-F007B 

AO 
FC 

乾燥機 

給液ポンプ 

混合槽 
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第 9-9 図：高電導度放射性廃棄物処理系機器配置 
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HCW 放出ラインのバルブの配置（HCW バルブ室） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

HCW バルブ室の可燃物の状況（可燃物なし） 

 

第 9-10 図：高電導度放射性廃棄物処理系の弁配置状況 

 

K13-AO-F120 K13-AO-F121 

K13-AO-F128 K13-AO-F126 

グレーチングの上（中間階）に設置 
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放射性廃棄物処理施設（放射能インベントリの小さいもの）である固体廃棄

物貯蔵庫（ドラム缶）は，金属等の不燃性材料で構成される。ドラム缶に収め

貯蔵するもののうち雑固体廃棄物については，第 9-11 図に示すフローチャート

に従い分別し，「可燃」，「難燃」については，焼却炉で焼却した後の「不燃」の

焼却灰の状態でドラム缶に収納することから，ドラム缶内部での火災による機

能喪失は考えにくく，火災によって放射性物質貯蔵等の機能に影響が及ぶおそ

れはない。 

一方，「不燃」には，金属等の不燃性材料をドラム缶に収納する際に収納す

るポリエチレン製の袋や識別用シールといった可燃物を含むものの，収納物は

不燃性材料であること，ドラム缶内には危険物を含まないこと，ポリエチレン

の発火点は 350℃より高いこと，固体廃棄物貯蔵庫（ドラム缶）内には高温と

なる設備がないことから，ドラム缶内部での火災発生は考えにくく，火災によ

って放射性物質貯蔵等の機能喪失に影響が及ぶおそれはない。 

また，固体廃棄物貯蔵庫における放射性固体廃棄物の保管状況を確認するた

めに，固体廃棄物貯蔵庫を 1 週間に 1 回巡視するとともに，3 ヶ月に 1 回保管

量を確認する。 

さらに，固体廃棄物貯蔵庫はコンクリートで構築された建屋内に設置されて

いる。 

したがって，火災によって放射性物質の貯蔵機能に影響を及ぼす系統はなく，

これらの機器については，消防法等に基づく火災防護対策を行う設計とする。 

 

※ 火災の影響で機能喪失のおそれがないもの 

金属製の配管，タンク，手動弁，逆止弁等やコンクリート製の構造物等は，不燃

性材料で構成されている。また，配管，タンク，手動弁，電動弁等（フランジ部等

を含む）には内部の液体の漏えいを防止するため不燃性ではないパッキン類が装着

されているが，これらは弁，フランジ等の内部に取り付けており，機器外の火災に

よってシート面が直接加熱されることはない。機器自体が外部からの炎に炙られて

加熱されると，パッキンの温度も上昇するが，フランジへの取付けを模擬した耐火

試験にて接液したパッキン類のシート面に機能喪失に至るような大幅な温度上昇が

生じないことを確認している。仮に，万一，パッキン類が長時間高温になってシー

ト性能が低下したとしても，シート部からの漏えいが発生する程度で，弁，配管等

の機能が失われることはなく，ほかの機器等への影響もない。 

以上より，不燃性材料のうち，金属製の配管，タンク，手動弁，逆止弁等やコン

クリート製の構造物等で構成されている系統については，火災によっても原子炉の

安全機能に影響を及ぼさないものとする。 
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第 9-11 図：固体廃棄物貯蔵庫（ドラム缶）貯蔵へのフローチャート 

 

 

 

袋（ポリエチレン製）封入 

1mSv 未満 

雑固体廃棄物 

可燃 難燃 不燃 

塩化ビニル 

シリコン 等 

1mSv/h※1(1mSv 以上) 

Yes 

No 

1mSv 未満 1mSv 未満 

焼却炉 

No 

メッシュ状

容器※2 

Yes  

固体廃棄物貯蔵庫 

(ドラム缶)に貯蔵 

焼却後（灰：不燃） 

濃縮廃液 使用済み 

樹脂 

セメント 

固化設備 

※2 局所排風機等による換気にて保管エリアにお

ける可燃性ガスの滞留を防止 

 

 

※1 1mSv 以上の場合は,遮蔽措置あるいは減衰によ

り，1mSv 未満とした後に処置 

焼却対象物 

危険物 

油,有機溶剤等付着 
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3.3．放射性物質の貯蔵又は閉じ込めに必要な機器等の特定 

3.2．での検討の結果，添付資料２に示すとおり，火災時に「放射性物質の

貯蔵又は閉じ込め機能」が喪失する系統はない。 

ただし，火災時における原子炉建屋の負圧維持の観点から，非常用ガス処理

系については「火災防護に係る審査基準」に基づく火災防護対策を実施する。

また，気体廃棄物処理系設備エリア排気放射線モニタについては，監視機能を

有する中央制御室の事故時放射線モニタ盤に対して「火災防護に係る審査基準」

に基づく火災防護対策を実施する。 
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4．放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築物，系統及び機器の火災区域

設定 

放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築物，系統及び機器を設置す

る区域を火災区域として設定する。火災区域については設置された構築物，系

統及び機器の重要度に応じて火災の影響軽減対策を行う設計とする。原子炉建

屋の負圧維持の観点から，非常用ガス処理系を設置する建屋並びに非常用ガス

処理系設置区域に対して，以下の要求事項に従って 3 時間以上の耐火性能を有

する耐火壁で隣接する他の火災区域と分離する設計とし，その他の放射性物質

の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築物，系統及び機器の設置区域については，

火災によりこれらの機能が喪失することはないが，隣接する他の火災区域と 3

時間以上の耐火性能を有するコンクリート壁により分離する設計とする。 

 

「実用発電用原子炉及びその附属施設の火災防護に係る審査基準」（抜粋） 

 

1.2  用語の定義 

(11)  「火災区域」 耐火壁によって囲まれ、他の区域と分離されている建屋内の区域を

いう。 

 

2.3  火災の影響軽減 

2.3.1  安全機能を有する構築物、系統及び機器の重要度に応じ、それらを設置する火災

区域又は火災区画内の火災及び隣接する火災区域又は火災区画における火災によ

る影響に対し、以下の各号に掲げる火災の影響軽減のための対策を講じた設計で

あること。 

(3)   放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築物、系統及び機器が設置される火

災区域については、3 時間以上の耐火能力を有する耐火壁によって他の火災区域

から分離されていること。 
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5．火災感知設備の設置について 

非常用ガス処理系を設置する火災区域に対しては，以下の要求事項に基づく

火災感知設備を設置する。また，事故時放射線モニタ盤を設置する中央制御室

についても，以下の要求事項に基づく火災感知設備を設置する。設置する火災

感知設備については，８条-別添１-資料５に記載のものと同等とする。その他

の火災区域については，消防法等に準じて火災感知設備を設置する設計とする。 

 

「実用発電用原子炉及びその附属施設の火災防護に係る審査基準」（抜粋） 

 

2.2  火災の感知，消火 

2.2.1  火災感知設備及び消火設備は、以下の各号に掲げるように、安全機能を有する構

築物、系統及び機器に対する火災の影響を限定し、早期の火災感知及び消火を行

える設計であること。 

(1)   火災感知設備 

 ① 各火災区域における放射線、取付面高さ、温度、湿度、空気流等の環境条件や予想

される火災の性質を考慮して型式を選定し、早期に火災を感知できる場所に設置

すること。 

 ② 火災を早期に感知できるよう固有の信号を発する異なる種類の感知器又は同等の

機能を有する機器を組合せて設置すること。また、その設置にあたっては、感知

器等の誤作動を防止するための方策を講じること。 

 ③ 外部電源喪失時に機能を失わないように、電源を確保する設計であること。 

 ④ 中央制御室等で適切に監視できる設計であること。 
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6．消火設備の設置について 

非常用ガス処理系を設置する火災区域に対しては，以下の要求事項に基づく

全域ガス消火設備を設置する。設置する全域ガス消火設備については，８条-

別添１-資料６に記載のものと同等とする。 

 また，事故時放射線モニタ盤を設置する中央制御室については，８条-別添１

-資料１に記載のとおり，常駐する運転員によって火災感知器による早期の火災

感知及び消火活動が可能であり，火災が拡大する前に消火可能であること，万

一，火災によって煙が発生した場合でも建築基準法に準拠した容量の排煙設備

によって排煙が可能な設計とすることから，消火活動が困難とならない火災区

域として選定し，消火器で消火を行う設計とする。その他の火災区域について

は，消防法等に準じて消火設備を設ける設計とする。 

 

 

「実用発電用原子炉及びその附属施設の火災防護に係る審査基準」（抜粋） 

 

2.2  火災の感知，消火 

2.2.1  火災感知設備及び消火設備は、以下の各号に掲げるように、安全機能を有する構

築物、系統及び機器に対する火災の影響を限定し、早期の火災感知及び消火を行

える設計であること。 

 

 なお，「2.2.1 (2) 消火設備」の要求事項を添付資料３に示す。 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

添付資料１ 

 

柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び 7 号炉における 

「重要度分類審査指針」に基づく放射性物質の貯蔵又

は閉じ込め機能並びに系統の抽出について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

分類 定義 機能
放射性物質の貯蔵又は
閉じ込めに必要な機能

火災による機能影響＊

直接関連系
（燃料集合体）

チャンネルボックス

3)炉心形状の維持機能

炉心支持構造物（炉心
シュラウド，シュラウド
サポート，上部格子板，
炉心支持板，制御棒案内
管）燃料集合体（ただ
し，燃料を除く。）

上部格子板

炉心支持板

燃料支持金具

制御棒案内管

制御棒駆動機構ハウジング

燃料集合体（上部タイプレート）

燃料集合体（下部タイプレート）

燃料集合体（スペーサ）

＊各系統から抽出された機器に対して，火災による放射性物質の貯蔵又は閉じ込めに必要な機能への影響を考慮し，火災防護対象の要否を個別に評価した結果を添付資料２に示す。

―
―

（放射性物質の貯蔵又は閉じ込めに係わらない機能）
制御棒駆動機構カップリング

制御棒駆動機構ラッチ機構

炉心シュラウド

―
―

（放射性物質の貯蔵又は閉じ込めに係わらない機能）

シュラウドサポート

冷却材再循環ポンプ

配管，弁

隔離弁

制御棒駆動機構ハウジング

中性子束計装管ハウジング

2)過剰反応度の印加防止
機能

制御棒カップリング

制御棒カップリング

重要度分類指針 柏崎刈羽原子力発電所　6号及び7号炉

構築物，系統又は機器

PS-1

その損傷又は故障により発
生する事象によって，
(a)炉心の著しい損傷又は
(b)燃料の大量の破損
を引き起こすおそれのある
構築物，系統及び機器

1)原子炉冷却材圧力バウ
ンダリ機能

原子炉冷却材圧力バウン
ダリを構成する機器・配
管系（計装等の小口径配
管・機器は除く。）

原子炉圧力容器

―
―

（放射性物質の貯蔵又は閉じ込めに係わらない機能）
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8
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柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び 7 号炉における「重要度分類審査指針」に基づく 

放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能並びに系統の抽出について 

添付資料 1 



 

分類 定義 機能
放射性物質の貯蔵又は
閉じ込めに必要な機能

火災による機能影響＊

直接関連系
（原子炉停止系の制御
棒による系）

水圧制御ユニット（ｽｸﾗﾑﾊﾟｲﾛｯﾄ弁，ｽｸ
ﾗﾑ弁，ｱｷｭﾑﾚｰﾀ，窒素容器，配管，弁)

制御棒駆動機構

制御棒駆動機構ハウジング

3)原子炉冷却材圧力バウ
ンダリの過圧防止機能

逃がし安全弁（安全弁と
しての開機能）

―
―

（放射性物質の貯蔵又は閉じ込めに係わらない機能）

直接関連系（原子炉停
止時冷却モード）
（残留熱除去系）

熱交換器バイパス配管及び弁
―

原子炉隔離時冷却系（ﾎﾟﾝﾌﾟ，ｻﾌﾟﾚｯｼｮﾝ・ﾌﾟｰﾙ，ﾀｰﾋﾞﾝ，ｻﾌﾟﾚｯ
ｼｮﾝ・ﾌﾟｰﾙから注水先までの配管，弁）

＊各系統から抽出された機器に対して，火災による放射性物質の貯蔵又は閉じ込めに必要な機能への影響を考慮し，火災防護対象の要否を個別に評価した結果を添付資料２に示す。

ほう酸水注入系（ほう酸水注入ポンプ,注入弁,タンク出口弁,
ほう酸水貯蔵タンク,ポンプ吸込配管及び弁,注入配管及び弁）

―

（放射性物質の貯蔵又は閉じ込めに係わらない機能）

制御棒カップリング

制御棒駆動機構カップリング

―

（放射性物質の貯蔵又は閉じ込めに係わらない機能）

残留熱を除去する系統
（（残留熱除去系（原子
炉停止時冷却モード），
原子炉隔離時冷却系，高
圧炉心注水系,逃がし安全
弁（手動逃がし機能），
自動減圧系（手動逃がし
機能））

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）　（ﾎﾟﾝﾌﾟ，熱交換
器，原子炉停止時冷却モードのルートとなる配管及び弁）

MS-1

1)異常状態発生時に原子炉
を緊急に停止し，残留熱を
除去し，原子炉冷却材圧力
バウンダリの過圧を防止
し，敷地周辺公衆への過度
の放射線の影響を防止する
構築物，系統及び機器

1)原子炉の緊急停止機能

原子炉停止系の制御棒に
よる系（制御棒及び制御
棒駆動系（スクラム機
能））

4)原子炉停止後の除熱機
能

―

（放射性物質の貯蔵又は閉じ込めに係わらない機能）

制御棒案内管

制御棒駆動機構 ―

直接関連系
（原子炉停止系の制御
棒による系）

重要度分類指針 柏崎刈羽原子力発電所　6号及び7号炉

2)未臨界維持機能
原子炉停止系（制御棒に
よる系，ほう酸水注入
系）

制御棒

―

構築物，系統又は機器

制御棒

逃がし安全弁（安全弁開機能）
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分類 定義 機能
放射性物質の貯蔵又は
閉じ込めに必要な機能

火災による機能影響＊

　ﾀｰﾋﾞﾝへの蒸気供給配管，弁

　ﾎﾟﾝﾌﾟﾐﾆﾏﾑﾌﾛｰﾗｲﾝ配管，弁

　ｽﾄﾚｰﾅ

　復水貯蔵槽

　復水貯蔵槽出口水源切替弁

ポンプの復水貯蔵槽からの吸込配管，
弁

潤滑油冷却器及びその冷却器までの冷
却供給配管

ﾎﾟﾝﾌﾟﾐﾆﾏﾑﾌﾛｰﾗｲﾝ配管，弁

ｽﾄﾚｰﾅ

復水貯蔵槽

復水貯蔵槽出口水源切替弁

ﾎﾟﾝﾌﾟの復水貯蔵槽からの吸込配管，
弁

原子炉圧力容器から逃がし安全弁まで
の主蒸気配管

駆動用窒素源　（ｱｷｭﾑﾚｰﾀ，ｱｷｭﾑﾚｰﾀか
ら逃がし安全弁までの配管，弁）

原子炉圧力容器から逃がし安全弁まで
の主蒸気配管

駆動用窒素源　（ｱｷｭﾑﾚｰﾀ，ｱｷｭﾑﾚｰﾀか
ら逃がし安全弁までの配管，弁）

＊各系統から抽出された機器に対して，火災による放射性物質の貯蔵又は閉じ込めに必要な機能への影響を考慮し，火災防護対象の要否を個別に評価した結果を添付資料２に示す。

高圧炉心注水系　（ﾎﾟﾝﾌﾟ，ｻﾌﾟﾚｯｼｮﾝ・ﾌﾟｰﾙ，配管，弁，注入
ヘッダ）

直接関連系
（高圧炉心注水系）

逃がし安全弁（手動逃がし機能）

直接関連系
（逃がし安全弁（手動
逃がし機能））

自動減圧系（手動逃がし機能）

直接関連系
（自動減圧系（手動逃
がし機能））

MS-1

1)異常状態発生時に原子炉
を緊急に停止し，残留熱を
除去し，原子炉冷却材圧力
バウンダリの過圧を防止
し，敷地周辺公衆への過度
の放射線の影響を防止する
構築物，系統及び機器

4)原子炉停止後の除熱機
能

残留熱を除去する系統
（（残留熱除去系（原子
炉停止時冷却モード），
原子炉隔離時冷却系，高
圧炉心注水系,逃がし安全
弁（手動逃がし機能），
自動減圧系（手動逃がし
機能））

直接関連系
（原子炉隔離時冷却
系）

―
―

（放射性物質の貯蔵又は閉じ込めに係わらない機能）

重要度分類指針 柏崎刈羽原子力発電所　6号及び7号炉

構築物，系統又は機器
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分類 定義 機能
放射性物質の貯蔵又は
閉じ込めに必要な機能

火災による機能影響＊

ﾎﾟﾝﾌﾟﾐﾆﾏﾑﾌﾛｰﾗｲﾝの配管，弁

ｽﾄﾚｰﾅ

ﾀｰﾋﾞﾝへの蒸気供給配管，弁

ﾎﾟﾝﾌﾟﾐﾆﾏﾑﾌﾛｰﾗｲﾝ配管，弁

ｽﾄﾚｰﾅ

復水貯蔵槽

復水貯蔵槽出口水源切替弁

ﾎﾟﾝﾌﾟの復水貯蔵槽からの吸込配管，
弁

潤滑油冷却器及びその冷却器までの冷
却水供給配管

ｽﾄﾚｰﾅ

ﾎﾟﾝﾌﾟﾐﾆﾏﾑﾌﾛｰﾗｲﾝ配管，弁

復水貯蔵槽

復水貯蔵槽出口水源切替弁

ﾎﾟﾝﾌﾟの復水貯蔵槽からの吸込配管,弁

原子炉圧力容器から逃がし安全弁まで
の主蒸気配管

駆動用窒素源　（ｱｷｭﾑﾚｰﾀ，ｱｷｭﾑﾚｰﾀか
ら逃がし安全弁までの配管，弁）

＊各系統から抽出された機器に対して，火災による放射性物質の貯蔵又は閉じ込めに必要な機能への影響を考慮し，火災防護対象の要否を個別に評価した結果を添付資料２に示す。

―

（放射性物質の貯蔵又は閉じ込めに係わらない機能）

直接関連系
（残留熱除去系（低圧
注水モード））

原子炉隔離時冷却系　（ﾎﾟﾝﾌﾟ，ｻﾌﾟﾚｯｼｮﾝ・ﾌﾟｰﾙ，ﾀｰﾋﾞﾝ，ｻﾌﾟ
ﾚｯｼｮﾝ・ﾌﾟｰﾙから注水先までの配管，弁）

直接関連系
（原子炉隔離時冷却
系）

高圧炉心注水系（ﾎﾟﾝﾌﾟ，ｻﾌﾟﾚｯｼｮﾝ・ﾌﾟｰﾙ，ｻﾌﾟﾚｯｼｮﾝ・ﾌﾟｰﾙか
ら注水先までの配管，弁，注水ﾍｯﾀﾞ）

直接関連系
（高圧炉心注水系）

自動減圧系（逃がし安全弁）

直接関連系
（自動減圧系（逃がし
安全弁））

重要度分類指針 柏崎刈羽原子力発電所　6号及び7号炉

構築物，系統又は機器

MS-1

1)異常状態発生時に原子炉
を緊急に停止し，残留熱を
除去し，原子炉冷却材圧力
バウンダリの過圧を防止
し，敷地周辺公衆への過度
の放射線の影響を防止する
構築物，系統及び機器

5)炉心冷却機能

非常用炉心冷却系（低圧
注水系，原子炉隔離時冷
却系，高圧炉心注水系，
自動減圧系）

残留熱除去系（低圧注水モード）　（ﾎﾟﾝﾌﾟ，ｻﾌﾟﾚｯｼｮﾝ・ﾌﾟｰ
ﾙ，ｻﾌﾟﾚｯｼｮﾝ・ﾌﾟｰﾙから注水先までの配管，弁（熱交換器ﾊﾞｲﾊﾟ
ｽﾗｲﾝ含む），注水ﾍｯﾀﾞ）

―
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分類 定義 機能
放射性物質の貯蔵又は
閉じ込めに必要な機能

火災による機能影響＊

ダイヤフラムフロア

ベント管

スプレイ管

ベント管付真空破壊弁

逃がし安全弁排気管のｸｴﾝﾁｬ

直接関連系
（原子炉建屋原子炉区
域）

原子炉建屋常用換気空調系隔離弁

直接関連系
（原子炉格納容器隔離
弁及び格納容器バウン
ダリ配管）

主蒸気隔離弁駆動用空気又は窒素源
（ｱｷｭﾑﾚｰﾀ，ｱｷｭﾑﾚｰﾀから主蒸気隔離弁
までの配管，弁）

ﾎﾟﾝﾌﾟﾐﾆﾏﾑﾌﾛｰﾗｲﾝの配管，弁

ｽﾄﾚｰﾅ

乾燥装置（乾燥機能部分）

主排気筒（非常用ガス処理系排気管の
支持機能）

直接関連系
（可燃性ガス濃度制御
系）

残留熱除去系（再結合装置への冷却水
供給を司る部分）

＊各系統から抽出された機器に対して，火災による放射性物質の貯蔵又は閉じ込めに必要な機能への影響を考慮し，火災防護対象の要否を個別に評価した結果を添付資料２に示す。

非常用ガス処理系（乾燥装置，排風機，ﾌｨﾙﾀ装置，原子炉建屋
原子炉区域吸込口から主排気筒頂部までの配管，弁）

                          ○
（非常用ガス処理系は，原子炉区域・タービン区域送排風
　機とともに，原子炉建屋を負圧にする機能を有しており
　，火災発生時に原子炉建屋の換気空調設備が機能喪失し
　た場合でも非常用ガス処理系が使用可能であれば原子炉
　建屋を負圧維持することができる。このため，原子炉建
　屋の負圧を維持する観点から，火災の発生防止対策，火
　災の感知・消火対策及び火災の影響軽減対策を実施する）

直接関連系
（非常用ガス処理系）

可燃性ガス濃度制御系　（再結合装置，原子炉格納容器から再
結合装置までの配管，弁，再結合装置から原子炉格納容器まで
の配管，弁）

　                        ―
（原子炉格納容器及び原子炉建屋はコンクリート・金属等
  の不燃性材料で構成する建築物・構造物であること，一
　次系配管，主蒸気管等は金属等の不燃性材料で構成され
　ており火災による機能喪失は考えにくく，火災によって
　放射性物質の閉じ込め機能，放射線の遮へい及び放出低
　減機能に影響が及ぶおそれはない。
　また，火災により想定される事象（8条-別添1-資料10の
　 8．に記載）が発生しても原子炉の安全停止が可能であ
  り，放射性物質が放出されるおそれはないことから，原
　子炉格納容器隔離弁，原子炉格納容器スプレイ冷却系，
　非常用ガス処理系及び可燃性ガス濃度制御系は火災発生
　時には要求されない）

遮蔽設備（原子炉遮蔽壁，一次遮蔽壁，二次遮蔽壁）

                         ―
（原子炉格納容器及び原子炉建屋はコンクリート・金属等
  の不燃性材料で構成する建築物・構造物であること，一
　次系配管，主蒸気管等は金属等の不燃性材料で構成され
　ており火災による機能喪失は考えにくく，火災によって
　放射性物質の閉じ込め機能，放射線の遮へい及び放出低
　減機能に影響が及ぶおそれはない。
　また，火災により想定される事象（8条-別添1-資料10の
　 8．に記載）が発生しても原子炉の安全停止が可能であ
  り，放射性物質が放出されるおそれはないことから，原
　子炉格納容器隔離弁，原子炉格納容器スプレイ冷却系，
　非常用ガス処理系及び可燃性ガス濃度制御系は火災発生
　時には要求されない）

直接関連系
（原子炉格納容器）

原子炉建屋原子炉区域

原子炉格納容器隔離弁及び格納容器バウンダリ配管

主蒸気流量制限器

残留熱除去系（原子炉格納容器ｽﾌﾟﾚｲ冷却ﾓｰﾄﾞ）　（ﾎﾟﾝﾌﾟ，熱
交換器，ｻﾌﾟﾚｯｼｮﾝ・ﾌﾟｰﾙ，ｻﾌﾟﾚｯｼｮﾝ・ﾌﾟｰﾙからｽﾌﾟﾚｲ先（ﾄﾞﾗｲ
ｳｪﾙ及びｻﾌﾟﾚｯｼｮﾝ・ﾁｪﾝﾊﾞ気相部）までの配管，弁，ｽﾌﾟﾚｲﾍｯﾀﾞ
（ﾄﾞﾗｲｳｪﾙ及びｻﾌﾟﾚｯｼｮﾝ・ﾌﾟｰﾙ））

直接関連系
（残留熱除去系（原子
炉格納容器ｽﾌﾟﾚｲ冷却
ﾓｰﾄﾞ））

重要度分類指針 柏崎刈羽原子力発電所　6号及び7号炉

構築物，系統又は機器

MS-1

1)異常状態発生時に原子炉
を緊急に停止し，残留熱を
除去し，原子炉冷却材圧力
バウンダリの過圧を防止
し，敷地周辺公衆への過度
の放射線の影響を防止する
構築物，系統及び機器

6)放射性物質の閉じ込め
機能，放射線の遮蔽及び
放出低減機能

原子炉格納容器，原子炉
格納容器隔離弁，原子炉
格納容器ｽﾌﾟﾚｲ冷却系，原
子炉建屋，非常用ガス処
理系，非常用再循環ガス
処理系，可燃性ガス濃度
制御系

原子炉格納容器　（格納容器本体，貫通部，所員用エアロッ
ク，機器搬入ハッチ，座部鉄筋コンクリートマット）

○
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分類 定義 機能
放射性物質の貯蔵又は
閉じ込めに必要な機能

火災による機能影響＊

燃料系（軽油タンク～機関）

始動用空気系（空気だめ～機関）

吸気系

冷却水系

直接関連系
（原子炉補機冷却水
系）

ｻｰｼﾞﾀﾝｸ

ｽﾄﾚｰﾅ（異物除去機能を司る部分）

非常用取水設備

中央制御室遮蔽

原子炉補機冷却水系
（ﾎﾟﾝﾌﾟ，熱交換器，非常用系負荷冷却ﾗｲﾝ配管，弁）

原子炉補機冷却海水系
（ﾎﾟﾝﾌﾟ，配管，弁，ｽﾄﾚｰﾅ（MS-1関連））

直接関連系
（原子炉補機冷却海水
系）

非常用直流電源系　（蓄電池（非常用），蓄電池（非常用）か
ら非常用負荷までの配電設備及び電路）

計測制御用電源設備　（電源装置から非常用計測制御装置まで
の配電設備及び電路）

＊各系統から抽出された機器に対して，火災による放射性物質の貯蔵又は閉じ込めに必要な機能への影響を考慮し，火災防護対象の要否を個別に評価した結果を添付資料２に示す。

―

（放射性物質の貯蔵又は閉じ込めに係わらない機能）
・非常用炉心冷却系作動の安全保護回路
・主蒸気隔離の安全保護回路
・原子炉格納容器隔離の安全保護回路
・非常用ガス処理系作動の安全保護回路

2)安全上特に重要な関連
機能

非常用所内電源系，制御
室及びその遮蔽，非常用
換気空調系，非常用補機
冷却水系，直流電源系
（いずれも，MS-1関連の
もの）

非常用交流電源系（非常用ディーゼル発電機，発電機から非常
用負荷までの配電設備及び電路）

―
―

（放射性物質の貯蔵又は閉じ込めに係わらない機能）

直接関連系
（非常用交流電源系）

中央制御室

中央制御室換気空調系（放射線防護機能及び有毒ガス防護機
能）　（非常用再循環送風機，非常用再循環ﾌｨﾙﾀ装置，空調ﾕ
ﾆｯﾄ，送風機，排風機，ダクト及びダンパ）

重要度分類指針 柏崎刈羽原子力発電所　6号及び7号炉

構築物，系統又は機器

MS-1
2)安全上必須なその他の構
築物，系統及び機器

1)工学的安全施設及び原
子炉停止系の作動信号の
発生機能

安全保護系

原子炉緊急停止の安全保護回路

―
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分類 定義 機能
放射性物質の貯蔵又は
閉じ込めに必要な機能

火災による機能影響＊

                        　―
（気体廃棄物処理系のうち，配管，手動弁，排ガス予熱器，排ガ
　ス再結合器，排ガス復水器，除熱冷却器，活性炭式希ガスホー
　ルドアップ塔，希ガスフィルタは金属等の不燃性材料で構成す
　る機械品であるため，火災による機能喪失は考えにくく，火災
　によって放射性物質を貯蔵する機能に影響が及ぶおそれはない。
　また，６号炉における排ガス抽出器・排ガスブロワ側の空気作
　動弁，及び７号炉における排ガス真空ポンプ吸込側の空気作動
　弁はフェイル・クローズ設計であり，火災によって当該弁の電
　磁弁のケーブルが機能喪失すると電磁弁が無励磁となり当該弁
　が自動的に閉止する。万一，当該弁が誤動作した場合であって
　も，上流側に設置された活性炭式ホールドアップ塔によって放
　射性物質が除去されることから，単一の火災によって放射性物
　質が放出されることはない。それ以外の空気作動弁，電動弁に
　ついては，火災による弁駆動部の機能喪失によって当該弁が開
　閉動作をしても，弁本体は金属等の不燃性材料で構成されてお
　り，火災による機能喪失は考えにくく，火災によって放射性物
　質を貯蔵する機能に影響が及ぶおそれはない）

直接関連系
（燃料取扱設備）

原子炉ウェル

2)通常運転時及び運転時の
異常な過渡変化時に作動を
要求されるものであって，
その故障により炉心冷却が
損なわれる可能性の高い構
築物，系統及び機器

1)安全弁及び逃がし弁の
吹き止まり機能

逃がし安全弁（吹き止ま
り機能に関連する部分）

―
　　　　　　　　　　　　　―

　（放射性物質の貯蔵又は閉じ込めに係わらない機能）

ポンプミニマムフローラインの配管，
弁

ストレーナ

直接関連系
（残留熱除去系（使用
済燃料プール水の補
給））

○

                        　―
（使用済燃料プール（使用済燃料ラックを含む），新燃料貯蔵庫
　はコンクリート・金属等の不燃性材料で構成する構造物である
　こと，また,サプレッション・チェンバ・プール水排水系のう
　ち，配管，手動弁，サプレッション・チェンバ・プール水サー
　ジタンクは金属等の不燃性材料で構成する機械品であるため，
　火災による機能喪失は考えにくく，火災によって放射性物質を
　貯蔵する機能に影響が及ぶおそれはない）

1)使用済燃料プール水の
補給機能

非常用補給水系

残留熱除去系（使用済燃料プール水の補給）（ポンプ，サプ
レッション・プール，サプレッション・プールから使用済燃料
プールまでの配管，弁）

主蒸気系

原子炉隔離時冷却系ﾀｰﾋﾞﾝ蒸気供給ﾗｲﾝ（原子炉冷却材圧力バウ
ンダリから外れる部分であって外側隔離弁下流からタービン止
め弁まで）

気体廃棄物処理系　（活性炭式希ガスホールドアップ装置）

2)原子炉冷却材圧力バウ
ンダリに直接接続されて
いないものであって，放
射性物質を貯蔵する機能

放射性廃棄物処理施設
（放射能インベントリの
大きいもの），使用済燃
料プール（使用済燃料貯
蔵ラックを含む）

○

使用済燃料プール　（使用済燃料貯蔵ラックを含む）

新燃料貯蔵庫（臨界を防止する機能）
　　（減速材流入防止堰又は新燃料貯蔵ラック）

重要度分類指針 柏崎刈羽原子力発電所　6号及び7号炉

構築物，系統又は機器

PS-2

1)その損傷又は故障により
発生する事象によって，炉
心の著しい損傷又は燃料の
大量の破損を直ちに引き起
こすおそれはないが，敷地
外への過度の放射性物質の
放出のおそれのある構築
物，系統及び機器

1)原子炉冷却材を内蔵す
る機能（ただし，原子炉
冷却材圧力バウンダリか
ら除外されている計装等
の小口径のもの及びバウ
ンダリに直接接続されて
いないものは除く。）

主蒸気系，原子炉冷却材
浄化系（いずれも，格納
容器隔離弁の外側のみ）

原子炉冷却材浄化系（原子炉冷却材圧力バウンダリから外れる
部分）

―
                          ―

   （放射性物質の貯蔵又は閉じ込めに係わらない機能）

3)燃料を安全に取り扱う
機能

燃料取扱設備

燃料交換機

―
　　　　　　　　　　　　　―

　（放射性物質の貯蔵又は閉じ込めに係わらない機能）

原子炉建屋クレーン

逃がし安全弁（吹き止まり機能に関連する部分）

1)PS-2の構築物，系統及び
機器の損傷又は故障により
敷地周辺公衆に与える放射
線の影響を十分小さくする
ようにする構築物，系統及
び機器

MS-2

＊各系統から抽出された機器に対して，火災による放射性物質の貯蔵又は閉じ込めに必要な機能への影響を考慮し，火災防護対象の要否を個別に評価した結果を添付資料２に示す。

　　　　　　　　　　　　　―
（火災によって残留熱除去系が機能喪失しても，使用済燃料プ
　ールの水位が遮へい水位まで低下するまでに時間的余裕があ
　り，その間に電動弁の手動操作等により機能を復旧すること
　ができることから，火災によって燃料プール水の補給機能に
　影響が及ぶおそれはない）
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分類 定義 機能
放射性物質の貯蔵又は
閉じ込めに必要な機能

火災による機能影響＊

直接関連系
（原子炉建屋原子炉区
域）

原子炉建屋常用換気空調系隔離弁

乾燥装置（乾燥機能部分）

主排気筒（非常用ガス処理系排気管の
支持機能）

2)異常状態の緩和機能 BWRには対象機能なし。 ― ―

3)制御室外からの安全停
止機能

制御室外原子炉停止装置
（安全停止に関連するも
の）

―
―

（放射性物質の貯蔵又は閉じ込めに係わらない機能）

―PS-3

1)異常状態の起因事象とな
るものであってPS-1及びPS-
2以外の構築物，系統及び機
器

中央制御室外原子炉停止装置（安全停止に関連するもの）の操
作回路

ドレン配管，弁

ベント配管，弁

―

（放射性物質の貯蔵又は閉じ込めに係わらない機能）

試料採取系配管，弁

＊各系統から抽出された機器に対して，火災による放射性物質の貯蔵又は閉じ込めに必要な機能への影響を考慮し，火災防護対象の要否を個別に評価した結果を添付資料２に示す。

1)原子炉冷却材保持機能
（PS-1,2以外のもの）

原子炉冷却材圧力バウン
ダリから除外される計装
等の小口径配管，弁

1)事故時のプラント状態
の把握機能

事故時監視計器の一部

・中性子束（起動領域モニタ）
・原子炉スクラム用電磁接触器の状態
・制御棒位置

―

原子炉建屋原子炉区域

［ドライウェルスプレイ］
・原子炉水位（広帯域，燃料域）
・原子炉格納容器圧力
［可燃性ガス濃度制御系起動］
・原子炉格納容器水素濃度
・原子炉格納容器酸素濃度

［低温停止への移行］
・原子炉圧力
・原子炉水位（広帯域）
［サプレッション・プール冷却］
・原子炉水位（広帯域，燃料域）
・サプレッション・プール水温度

構築物，系統又は機器

2)放射性物質放出の防止
機能

非常用ガス処理系

気体廃棄物処理系の隔離
弁，主排気筒（非常用ガ
ス処理系排気管の支持機
能以外）

気体廃棄物処理系（OG系）隔離弁

主排気筒（非常用ガス処理系排気管の支持機能以外の部分）

燃料プール冷却浄化系の燃料プール入口逆止弁

直接関連系
（非常用ガス処理系）

燃料集合体落下事故時放
射能放出を低減する系

2)異常状態への対応上特に
重要な構築物，系統及び機
器

重要度分類指針 柏崎刈羽原子力発電所　6号及び7号炉

―

（放射性物質の貯蔵又は閉じ込めに係わらない機能）

1)PS-2の構築物，系統及び
機器の損傷又は故障により
敷地周辺公衆に与える放射
線の影響を十分小さくする
ようにする構築物，系統及
び機器

MS-2

○

　
                          ―
（放射性気体廃棄物処理系（OG系）隔離弁はフェイル・クロー
　ズ設計であり，火災によって当該弁の電磁弁のケーブルが機
　能喪失すると電磁弁が無励磁となり当該弁が自動的に閉止す
　る。万一，当該弁が誤動作した場合であっても，上流側に設
　置された活性炭式ホールドアップ塔によって放射性物質が除
　去されることから，火災によって放射性物質が放出されるお
　それはない。
　また，排気筒は金属等の不燃性材料で構成する機械品である
　ため，火災による機能喪失は考えにくく，火災によって放射
　性物質放出の防止機能に影響が及ぶおそれはない）

　　　　　　　　　　　　　―
（燃料集合体の落下事故は，燃料集合体移動時は燃料取替機に
　燃料集合体を機械的にラッチさせて吊り上げること，ラッチ
　部は不燃性材料で構成され火災による影響は受けないことか
　ら，火災により燃料集合体の落下事故は発生しない。よって，
　使用済燃料の落下事故時に要求される機能については，火災
　発生時には要求されない）

○

・原子炉水位（広帯域，燃料域）
・原子炉圧力

・原子炉格納容器圧力
・サプレッション・プール水温度
・原子炉格納容器エリア放射線量率

―

計装配管，弁
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分類 定義 機能
放射性物質の貯蔵又は
閉じ込めに必要な機能

火災による機能影響＊

2)原子炉冷却材の循環機
能

冷却材再循環系 ―
―

（放射性物質の貯蔵又は閉じ込めに係わらない機能）

固定子冷却装置

発電機水素ガス冷却装置

軸密封油装置

励磁電源系

主蒸気系（主蒸気／駆動源）

タービン制御系

タービン潤滑油系

直接関連系
（復水系（復水器含
む））

復水器空気抽出系（蒸気式空気抽出
系，配管／弁）

直接関連系
（給水系）

駆動用蒸気

直接関連系
（循環水系）

取水設備（屋外トレンチを含む）

＊各系統から抽出された機器に対して，火災による放射性物質の貯蔵又は閉じ込めに必要な機能への影響を考慮し，火災防護対象の要否を個別に評価した結果を添付資料２に示す。

―
―

（放射性物質の貯蔵又は閉じ込めに係わらない機能）

直接関連系
（発電機及び励磁装
置）

蒸気タービン（主タービン，主要弁，配管）

直接関連系
（蒸気タービン）

復水系（復水器を含む）　（復水器，復水ポンプ，配管／弁）

給水系（電動駆動給水ポンプ，タービン駆動給水ポンプ，給水
加熱器，配管／弁）

循環水系　（循環水ポンプ，配管／弁）

液体廃棄物処理系　（低電導度廃液系，高電導度廃液系）

固体廃棄物処理系　（原子炉冷却材浄化系粉末樹脂沈降分離
槽，使用済樹脂槽，濃縮廃液タンク，固体廃棄物処理系固化装
置，固体廃棄物処理建屋，固体廃棄物貯蔵庫）

圧力抑制室プール水排水系（圧力抑制室プール水サージタン
ク）

放射性廃棄物処理施設
（放射能インベントリの
小さいもの）　注）
液体廃棄物処理系

注）現状では，液体及び
固体の放射性廃棄物処理
系が考えられる。

焼却炉建屋

新燃料貯蔵ラック

新燃料貯蔵庫

使用済燃料輸送容器保管建屋

重要度分類指針 柏崎刈羽原子力発電所　6号及び7号炉

構築物，系統又は機器

冷却材再循環ポンプ

○

―
（圧力抑制室プール水排水系，液体廃棄物処理系の各機器は，
　金属等の不燃性材料で構成する機械品であるため，火災に

　よる機能喪失は考えにくく，火災によって放射性物質の貯蔵
　機能に影響が及ぶおそれはない。また，各空気作動弁は

　フェイル・クローズ設計であり，火災によって当該弁の電磁弁
　のケーブルが機能喪失すると電磁弁が無励磁となり当該弁が

　自動的に閉止する。万一，空気作動弁が誤動作した場合であっ
　ても，移送先が復水貯蔵槽若しくはHCW収集タンクである

　ことから放射性物質が放出されることはなく，放射性物質を
　貯蔵する機能に影響が及ぶおそれはない。

　固体廃棄物処理系，復水貯蔵槽，新燃料貯蔵庫，焼却炉建屋，
　使用済燃料輸送容器保管建屋については，コンクリート・金属
　等の不燃性材料で構成する構造物であるため，火災による機能

　喪失は考えにくく，火災によって放射性物質の貯蔵機能に
　影響が及ぶおそれはない）

4)電源供給機能（非常用
を除く）

PS-3

1)異常状態の起因事象とな
るものであってPS-1及びPS-
2以外の構築物，系統及び機
器

3)放射性物質の貯蔵機能

タービン，
発電機及びその励磁装
置，
復水系（復水器を含む）
給水系，
循環水系，
送電線，
変圧器，
開閉所

発電機及びその励磁装置（発電機，励磁機）

復水貯蔵槽
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分類 定義 機能
放射性物質の貯蔵又は
閉じ込めに必要な機能

火災による機能影響＊

油劣化防止装置

冷却装置

5)プラント計測・制御機
能（安全保護機能を除
く）

原子炉制御系，
運転監視補助装置（制御
棒価値ミニマイザ），原
子炉核計装系の一部，原
子炉プラントプロセス計
装の一部

―
―

（放射性物質の貯蔵又は閉じ込めに係わらない機能）

直接関連系
（所内ボイラ設備）

所内ボイラ用変圧器から所内ボイラ給
電部までの配電設備及び電路

後部冷却器

気水分離器

空気貯槽

直接関連系
（タービン補機冷却水
系）

サージタンク

所内ボイラ設備，計装用
圧縮空気系

所内ボイラ設備（所内ボイラ，給水タンク，給水ポンプ，配管
／弁）

―

タービン補機冷却水系（タービン補機冷却ポンプ，熱交換器，
配管／弁）

＊各系統から抽出された機器に対して，火災による放射性物質の貯蔵又は閉じ込めに必要な機能への影響を考慮し，火災防護対象の要否を個別に評価した結果を添付資料２に示す。

―

（放射性物質の貯蔵又は閉じ込めに係わらない機能）

所内蒸気系及び戻り系（ポンプ，配管／弁）

計装用圧縮空気設備（空気圧縮機，中間冷却器，配管，弁）

直接関連系
（計装用圧縮空気設
備）

原子炉補機冷却水系(MS-1)関連以外（配管／弁）

6)プラント運転補助機能

常用所内電源系（発電機又は外部電源系から所内負荷までの配
電設備及び電路（MS-1関連以外），蓄電池（常用），蓄電池
（常用）から常用負荷までの配電設備及び電路（MS-1関連以
外），計測制御用電源設備（電源装置から常用計測制御装置ま
での配電設備及び電路（MS-1関連以外）））

―

（放射性物質の貯蔵又は閉じ込めに係わらない機能）500kV送電線及び154kV送電線

変圧器（所内変圧器，起動用開閉所変圧器，起動変圧器，予備
電源変圧器，工事用変圧器，共通用高圧母線，共通用低圧母
線）

直接関連系
（変圧器）

開閉所（母線，遮断器，断路器，電路）

重要度分類指針 柏崎刈羽原子力発電所　6号及び7号炉

構築物，系統又は機器

PS-3

1)異常状態の起因事象とな
るものであってPS-1及びPS-
2以外の構築物，系統及び機
器

4)電源供給機能（非常用
を除く）

タービン，
発電機及びその励磁装
置，
復水系（復水器を含む）
給水系，
循環水系，
送電線，
変圧器，
開閉所

―

・原子炉制御系（制御棒価値ミニマイザを含む）
・原子炉核計装系の一部
・原子炉プラントプロセス計装の一部
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分類 定義 機能
放射性物質の貯蔵又は
閉じ込めに必要な機能

火災による機能影響＊

直接関連系
（復水補給水系）

復水貯蔵槽

原子炉圧力容器から逃がし安全弁まで
の主蒸気配管

駆動用窒素源（アキュムレータ，ア
キュムレータから逃がし安全弁までの
配管，弁）

原子炉圧力容器からタービンバイパス
弁までの主蒸気配管

駆動用油圧源（アキュムレータ，ア
キュムレータからタービンバイパス弁
までの配管，弁）

2)出力上昇の抑制機能

冷却材再循環流量制御系
（ポンプトリップ機
能），制御棒引抜監視装
置

―
―

（放射性物質の貯蔵又は閉じ込めに係わらない機能）

ポンプサクションフィルタ

ポンプミニマムフローライン配管，弁

―

＊各系統から抽出された機器に対して，火災による放射性物質の貯蔵又は閉じ込めに必要な機能への影響を考慮し，火災防護対象の要否を個別に評価した結果を添付資料２に示す。

―

（放射性物質の貯蔵又は閉じ込めに係わらない機能）

直接関連系
（逃がし安全弁（逃が
し弁機能））

タービンバイパス弁

―
―

（放射性物質の貯蔵又は閉じ込めに係わらない機能）
MS-3

1)運転時の異常な過渡変化
があっても，MS-1,MS-2とあ
いまって，事象を緩和する
構築物，系統及び機器

逃がし安全弁（逃がし弁機能）

―

（放射性物質の貯蔵又は閉じ込めに係わらない機能）直接関連系
（制御棒駆動水圧系）

・冷却材再循環流量制御系（ポンプトリップ機能）
・制御棒引抜阻止機能
・選択制御棒挿入機構

3)原子炉冷却材の補給機
能

制御棒駆動水圧系，原子
炉隔離時冷却系

制御棒駆動水圧系（ポンプ，復水貯蔵槽，復水貯蔵槽から制御
棒駆動機構までの配管及び弁）

2)原子炉冷却材の浄化機
能

原子炉冷却材浄化系，
復水浄化系

原子炉冷却材浄化系（再生熱交換器，非再生熱交換器，ポン
プ，ろ過脱塩装置，配管，弁）

直接関連系
（タービンバイパス
弁）

2)原子炉冷却材中放射性物
質濃度を通常運転に支障の
ない程度に低く抑える構築
物系統及び機器

1)核分裂生成物の原子炉
冷却材中の放散防止機能

燃料被覆管

燃料被覆管

1)原子炉圧力の上昇の緩
和機能

逃がし安全弁（逃がし弁
機能），タービンバイパ
ス弁

PS-3

1)異常状態の起因事象とな
るものであってPS-1及びPS-
2以外の構築物，系統及び機
器

―

―

―

6)プラント運転補助機能

復水浄化系（復水ろ過装置，復水脱塩装置，配管，弁）

―
復水補給水系（復水移送ポンプ，配管／弁）

タイロッド

所内ボイラ設備，計装用
圧縮空気系

タービン補機冷却海水系（タービン補機冷却海水ポンプ，配管
／弁，ストレーナ）

―

（放射性物質の貯蔵又は閉じ込めに係わらない機能）
上部端栓，下部端栓

重要度分類指針 柏崎刈羽原子力発電所　6号及び7号炉

構築物，系統又は機器

―

（放射性物質の貯蔵又は閉じ込めに係わらない機能）

―

（放射性物質の貯蔵又は閉じ込めに係わらない機能）
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分類 定義 機能
放射性物質の貯蔵又は
閉じ込めに必要な機能

火災による機能影響＊

タービンへの蒸気供給配管，弁

ポンプミニマムフローライン配管，弁

潤滑油冷却器及びその冷却器までの冷
却水供給配管

4)原子炉冷却材の再循環
流量低下の緩和機能

原子炉冷却材再循環ポン
プMGセット

―
―

（放射性物質の貯蔵又は閉じ込めに係わらない機能）

5)タービントリップ BWRには対象機能なし ― ―

情報収集設備

通信連絡設備

資料及び器材

遮蔽設備

                                            　  一部○
　（気体廃棄物処理系設備エリア排気放射線モニタについて
　 は，設計基準事故時に中央制御室の事故時放射線モニタ盤
　 で監視する設計としていることから，重要性を踏まえ火災
　防護対象機器及び火災防護対象ケーブルとして選定する。）

圧力調整用消火ポンプ，電動駆動消火
ポンプ，ディーゼル駆動消火ポンプ

ろ過水タンク

火災検出装置（受信機含む）

防火扉，防火ダンパ，耐火壁，隔壁
（消火設備の機能を維持・担保するた
めに必要なもの）

直接関連系
（安全避難通路）

安全避難用扉

消火系（二酸化炭素消火設備，等）

＊各系統から抽出された機器に対して，火災による放射性物質の貯蔵又は閉じ込めに必要な機能への影響を考慮し，火災防護対象の要否を個別に評価した結果を添付資料２に示す。

試料採取系（異常時に必要な下記の機能を有するもの，原子炉
冷却材放射性物質濃度サンプリング分析及び原子炉格納容器雰
囲気放射性物質濃度サンプリング分析機能を有する範囲）

通信連絡設備（1つの専用回路を含む複数の回路を有する通信
連絡設備）

放射線監視設備

事故時監視計器の一部

消火系（水消火設備，泡消火設備）

直接関連系
（消火系）

―

安全避難通路

非常用照明

―
―

（放射性物質の貯蔵又は閉じ込めに係わらない機能）
直接関連系
（原子炉隔離時冷却
系）

原子炉冷却材再循環ポンプMGセット

―

（放射性物質の貯蔵又は閉じ込めに係わらない機能）

―

（放射性物質の貯蔵又は閉じ込めに係わらない機能）

津波監視カメラ

MS-3

1)運転時の異常な過渡変化
があっても，MS-1,MS-2とあ
いまって，事象を緩和する
構築物，系統及び機器

3)原子炉冷却材の補給機
能

制御棒駆動水圧系，原子
炉隔離時冷却系

原子炉隔離時冷却系（ポンプ，タービン，復水貯蔵槽，復水貯
蔵槽から注入先までの配管，弁）

2)異常状態への対応上必要
な構築物，系統及び機器

1)緊急時対策上重要なも
の及び異常状態の把握機
能

原子力発電所緊急時対策
所，試料採取系，通信連
絡設備，放射線監視設
備，事故時監視計器の一
部，消火系，安全避難通
路，非常用照明

構築物，系統又は機器

重要度分類指針 柏崎刈羽原子力発電所　6号及び7号炉

5号炉原子炉建屋内緊急時対策所

直接関連系
（5号炉原子炉建屋内
緊急時対策所）

―
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添付資料２ 

 

柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び 7 号炉における 

放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を達成 

するための機器リスト 
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添付資料２ 

放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を達成するための機器リスト 

柏崎刈羽原子力発電所 6，7 号炉 
 
 

系 統 又 は

設備番号 
系統又は設備名称 機種 機能 対策 備考 

 気体廃棄物処理系 

配管，排ガス予熱器，排ガ

ス再結合器，排ガス復水

器，除湿冷却器，活性炭式

希ガスホールドアップ塔，排

ガスフィルタ 

 

原 子 炉 冷 却 材

圧力バウンダリ

に 直 接 接 続 さ

れていないもの

であって，放 射

性 物 質 を 貯 蔵

する機能 

② 

当該の系統の各機器は不燃材で構成されてお

り，火災により放射性物質の貯蔵又は閉じ込

め機能に影響を与えるものではない。 

空気作動弁 ② 

当該弁はフェイル・クローズ設計であり，自動

的に閉止する。また，万一の誤動作を想定した

場合であっても上流側に設置された活性炭式

ホールドアップ塔によって放射性物質が除去さ

れることから，火災により放射性物質の貯蔵又

は閉じ込め機能に影響を与えるものではない。 

気体廃棄物処理設備エリア

排気モニタ 
② 

設計基準事故時の異常状態監視に必要であ

ることから，設備の重要度に応じた火災防護対

策を行う。隣接した検出器を耐火壁により分離

することにより，単一火災で同時に機能喪失し

ないよう設計し，消防法等に準じて火災感知及

び消火器を設置する設計とする。 

 使用済燃料プール 
使用済燃料プール（使用済

燃料貯蔵ラックを含む） ② 

当該機器は不燃材で構成されており，火災に

より放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能に影

響を与えるものではない。 

 新燃料貯蔵庫 新燃料貯蔵庫 ② 

当該機器は不燃材で構成されており，火災に

より放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能に影

響を与えるものではない。 

 
サプレッション・チェンバ・

プール水排水系 

配管，サプレッション・チェン

バ・プール水サージタンク  

 

放 射 性 物 質 の

貯蔵機能 

 

 

 

② 

当該の系統の各機器は不燃材で構成されてお

り，火災により放射性物質の貯蔵又は閉じ込

め機能に影響を与えるものではない。 

空気作動弁 ② 

当該弁が火災影響を受け機能喪失した場合で

も下流に隔離弁があり二重化されていることか

ら，火災により放射性物質の貯蔵又は閉じ込

め機能に影響を与えるものではない。 

 復水貯蔵槽 容器 ② 

当該機器は不燃材で構成されており，火災に

より放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能に影

響を与えるものではない。 

 

液体廃棄物処理系(LCW) 
配管，収集槽，ろ過器，サン

プル槽 
② 

当該の系統の各機器は不燃材で構成されてお

り，火災により放射性物質の貯蔵又は閉じ込

め機能に影響を与えるものではない。 

液体廃棄物処理系(LCW) 空気作動弁 ② 

当該弁はフェイル・クローズ設計であり，自動

的に閉止する。また，万一の誤動作を想定した

場合であっても，移送先が 6 号又は 7 号炉の復

水貯蔵槽若しくは HCW 収集タンクであることか

ら，火災により放射性物質の貯蔵又は閉じ込

め機能に影響を与えるものではない。 

 

液体廃棄物処理系(HCW) 
配管，タンク，サンプル槽，

濃縮装置，脱塩塔 
② 

当該の系統の各機器は不燃材で構成されてお

り，火災により放射性物質の貯蔵又は閉じ込

め機能に影響を与えるものではない。 

液体廃棄物処理系(HCW) 空気作動弁 ② 

当該弁はフェイル・クローズ設計であり，自動

的に閉止する。また，万一の誤動作を想定した

場合であっても，カナル放出ラインに３個の空

気作動弁を直列に設置しており，単一の誤動

作では放射性物質が放出されない設計として

いることから，火災により放射性物質の貯蔵又

は閉じ込め機能に影響を与えるものではない。 

‐ 固体廃棄物処理系 
固体廃棄物貯蔵庫（ドラム

缶） 
② 

当該機器は不燃材で構成されており，火災に

より放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能に影

響を与えるものではない。 

 原子炉格納容器 容器 

 

放 射 性 物 質 の

閉じ込め機能，
② 

当該機器は不燃材で構成されており，火災に

より放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能に影

響を与えるものではない。 

※以下の対策を実施する設計とする。 

①火災防護に係る審査基準に基づく火災防護対策 

②消防法又は建築基準法に基づく火災防護対策 
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系 統 又 は

設備番号 
系統又は設備名称 機種 機能 対策 備考 

 原子炉格納容器隔離弁 空気作動弁，電動弁 

放 射 線 の 遮 蔽

及び放出低減 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 原 子 炉 建 屋

及 び 非 常 用 ガ

ス 処 理 系 は ，

放 射 性 物 質 放

出 防 止 機 能 も

有する 

 

② 

原子炉の安全停止機能を有する機器等に火

災防護対策を実施することにより，火災により

想定される事象が発生しても原子炉の安全停

止が可能であり，放射性物質が放出されるお

それはない。 

 
原子炉格 納容器 スプレイ

冷却系 
配管，電動弁，ポンプ ② 

原子炉の安全停止機能を有する機器等に火

災防護対策を実施することにより，火災により

想定される事象が発生しても原子炉の安全停

止が可能であり，放射性物質が放出されるお

それはない。 

 

原子炉建屋 

原 子 炉 建 屋 給 排 気 隔 離

弁 

建屋 ② 

当該機器は不燃材で構成されており，火災に

より放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能に影

響を与えるものではない。 

空気作動弁 ② 

当該弁は通常開，機能要求時閉である。火災

影響を受け機能喪失した場合はフェイル・クロ

ーズ設計のため機能要求は満足する。また，

万一の不動作を想定しても二重化されているこ

とから，系 統機 能に影響を及ぼすものではな

い。 

 非常用ガス処理系 

空気作動弁，電動弁，空調

機 ，乾 燥 装 置 ，排 ガス放 射

線モニタ 

① 

火災時における原子炉建屋の負圧維持の観

点から，「火災防護に係る審査基準」に基づく

火災防護対策を実施する。 

 可燃性ガス濃度制御系 
ブロア，加熱器，再結合器，

冷却器，セパレータ，電動弁 ② 

原子炉の安全停止機能を有する機器等に火

災防護対策を実施することにより，火災により

想定される事象が発生しても原子炉の安全停

止が可能であり，放射性物質が放出されるお

それはない。 

 
非常 用補 給水 系(残 留熱

除去系) 

配管，ポンプ，熱交換器，空

気作動弁，電動弁 

 

燃 料 プ ー ル の

補給 
② 

当該系統の機能が喪失しても，使用済み燃料

プールの水位が遮蔽水位まで低下するまでに

時間的余裕があり，その間に電動弁の手動操

作等によって機能を復旧することができること

から，火災により放射性物質の貯蔵又は閉じ

込め機能に影響を与えるものではない。 

 
放 射 性 気 体 廃 棄 物 処 理

系の隔離弁 
空気作動弁 

 

放 射 性 物 質 の

放 出 の 防 止 機

能 

 

② 

当該弁はフェイル・クローズ設計であり，自動

的に閉止する。また，万一の誤動作を想定した

場合であっても上流側に設置された活性炭式

ホールドアップ塔によって放射性物質が除去さ

れることから，火災により放射性物質の貯蔵又

は閉じ込め機能に影響を与えるものではない 

 排気筒 排気筒 ② 

当該機器は不燃材で構成されており，火災に

より放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能に影

響を与えるものではない。 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

添付資料３ 

 

実用発電用原子炉及びその附属施設の 

火災防護に係る審査基準（抜粋） 

 



- 8 条－別添 1-資料 9-添付 3-1 - 

添付資料３ 

 

「実用発電用原子炉及びその附属施設の火災防護に係る審査基準」（抜粋） 

 

2.2 火災の感知、消火 

2.2.1 火災感知設備及び消火設備は、以下の各号に掲げるように、安全機能を有する

構築物、系統及び機器に対する火災の影響を限定し、早期の火災感知及び消火

を行える設計であること。 

(2) 消火設備 

① 原子炉の高温停止及び低温停止を達成し、維持するための安全機能を有する構

築物、系統及び機器が設置される火災区域または火災区画であって、火災時に

煙の充満、放射線の影響等により消火活動が困難なところには、自動消火設備

又は手動操作による固定式消火設備を設置すること。 

② 放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築物、系統及び機器が設置され

る火災区域であって、火災時に煙の充満、放射線の影響等により消火活動が困

難なところには、自動消火設備又は手動操作による固定式消火設備を設置する

こと。 

③ 消火用水供給系の水源及び消火ポンプ系は、多重性又は多様性を備えた設計で

あること。 

④ 原子炉の高温停止及び低温停止に係る安全機能を有する構築物、系統及び機器

相互の系統分離を行うために設けられた火災区域又は火災区画に設置される

消火設備は、系統分離に応じた独立性を備えた設計であること。 

⑤ 消火設備は、火災の火炎、熱による直接的な影響のみならず、煙、流出流体、

断線、爆発等による二次的影響が安全機能を有する構築物、系統及び機器に悪

影響を及ぼさないように設置すること。 

⑥ 可燃性物質の性状を踏まえ、想定される火災の性質に応じた十分な容量の消火

剤を備えること。 

⑦ 移動式消火設備を配備すること。 

⑧ 消火剤に水を使用する消火設備は、2 時間の最大放水量を確保できる設計であ

ること。 

⑨ 消火用水供給系をサービス系または水道水系と共用する場合には、隔離弁等を

設置して遮断する等の措置により、消火用水の供給を優先する設計であるこ

と。 
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⑩ 消火設備は、故障警報を中央制御室に吹鳴する設計であること。 

⑪ 消火設備は、外部電源喪失時に機能を失わないように、電源を確保する設計で

あること。 

⑫ 消火栓は、全ての火災区域の消火活動に対処できるよう配置すること。 

⑬ 固定式のガス系消火設備は、作動前に職員等の退出ができるように警報を吹鳴

させる設計であること。 

⑭ 管理区域内で消火設備から消火剤が放出された場合に、放射性物質を含むおそ

れのある排水が管理区域外へ流出することを防止する設計であること。 

⑮ 電源を内蔵した消火設備の操作等に必要な照明器具を、必要な火災区域及びそ

の出入通路に設置すること。 

 

 （参考） 

(2) 火災感知設備について 

①-1 手動操作による固定式消火設備を設置する場合は、早期に消火設備の起動が可

能となるよう中央制御室から消火設備を起動できるように設計されているこ

と。 

 上記の対策を講じた上で、中央制御室以外の火災区域又は火災区画に消火

設備の起動装置を設置することは差し支えない。 

①-2 自動消火設備にはスプリンクラー設備、水噴霧消火設備及びガス系消火設備

（自動起動の場合に限る。）があり、手動操作による固定式消火設備には、ガ

ス系消火設備等がある。中央制御室のように常時人がいる場所には、ハロン

1301 を除きガス系消火設備が設けられていないことを確認すること。 

④  「系統分離に応じた独立性」とは、原子炉の高温停止及び低温停止に係る安全

機能を有する構築物、系統及び機器が系統分離を行うため複数の火災区域又

は火災区画に分離して設置されている場合に、それらの火災区域又は火災区

画に設置された消火設備が、消火ポンプ系（その電源を含む。）等の動的機器

の単一故障により、同時に機能を喪失することがないことをいう。 

⑦  移動式消火設備については、実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則（昭

和５３年通商産業省令第７７号）第８５条の５」を踏まえて設置されている

こと。 
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⑧  消火設備のための必要水量は、要求される放水時間及び必要圧力での最大流量

を基に設計されていること。この最大流量は、要求される固定式消火設備及

び手動消火設備の最大流量を合計したものであること。 

 なお、最大放水量の継続時間としての 2 時間は、米国原子力規制委員会

(NRC)が定める Regulatory Guide 1.189 で規定されている値である。 

 上記の条件で設定された防火水槽の必要容量は、Regulatory Guide1.189 

では 1,136,000 リットル（1,136 m3）以上としている。 
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